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令 和 ８ 年 度

南 陽 市 水 道 事 業 会 計 予 算





議第１２号

　（総則）

第１条　令和８年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 件

（２） ｍ3

（３） ｍ3

（４）

千円

千円

千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

　　　令和８年度南陽市水道事業会計予算

給 水 件 数 11,237

上 水 道 整 備 事 業 180,804

配 水 施設 改良 事業 123,490

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

年 間 総 給 水 量 3,421,549

一 日 平 均 給 水 量 9,374

主 要 な 建 設 改 良 事 業

収　　　入

第１款　水道事業収益 783,404

営 業 収 益 758,716

営 業 外 収 益 24,681

特 別 利 益 7

特 別 損 失 1,002

予 備 費 2,000

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

支　　　出

第１款　水道事業費用 770,861

営 業 費 用 740,650

営 業 外 費 用 27,209

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額290,673千円は当年度分損益勘定留保

資金162,540千円、建設改良積立金107,080千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

　調整額21,053千円で補填するものとする。）

収　　　入

第１款　資本的収入 102,383

固定資産売却代金 2

企 業 債 72,200

出 資 金 3,623

負 担 金 14,862

補 助 金 11,696
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千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

(単位：千円)

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、30,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 同一款内における営業費用、営業外費用及び特別損失との間の金額の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

　ない。

（１） 千円

（２） 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、15,424千円と定める。

　（他会計からの補助金）

第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、2,036千円である。

　　令和８年３月２日提出

支　　　出

第１款　資本的支出 393,056

建 設 改 良 費 306,408

企 業 債 償 還 金 83,741

上水道整備事業 72,200 証書借入
借入先との協
定による。

借入先の融資条件による｡ただし､
財政の都合により据置期間及び償
還年限を短縮し、繰上償還をし、
又は低利債に借り換えることがで
きる｡

その他資本的支出 907

予 備 費 2,000

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

交 際 費 84

職 員 給 与 費 81,520

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南陽市長　白　岩　孝　夫
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令 和 ８ 年 度

予 算 に 関 す る 説 明 書

（ 水 道 事 業 会 計 ）
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収 益 的 収 入

収　　　　　　入

款 予　　定　　額

1 水道事業収益 783,404 

1 営業収益 758,716 

1 給水収益 724,762 

2 受託工事収益 1 

3 その他の営業収益 33,953 

2 営業外収益 24,681 

1 受取利息及び配当金 2,531 

2 他会計補助金 1,340 

3 長期前受金戻入 19,982 

4 引当金戻入益 819 

5 雑収益 8 

6 消費税還付金 1 

3 特別利益 7 

1 固定資産売却益 1 

2 過年度損益修正益 6 

項 目

水 道 事 業 会 計
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（単位：千円）

区　　　分 金　額
説　　　　　　　　　明

 1 給水収益 724,762  水道使用料

 1 受託工事収益 1  存目

 1 材料売却収益 1  存目

 2 加入金 2,860  加入金

 3 手数料 3,049 
 設計審査、竣工検査、開閉栓、指定事業者登録等諸
 手数料

 4 他会計負担金 28,043  消火栓、下水道維持補修、他会計収納事務費負担金

 1 受取利息 2,530  預金利息

 2 貸付金利息 1  存目

 1 他会計補助金 1,340 
 旧簡易水道建設改良補助金（利子分）、水道事業配
 属職員に支給される児童手当

 1 
受贈財産評価額長期前受
金戻入

2,170  受贈財産評価額長期前受金戻入

 2 
その他資本剰余金
長期前受金戻入

17,812  資本剰余金長期前受金戻入

 1 貸倒引当金戻入益 819  貸倒引当金精算額

 1 不用品売却収益 1  存目

 2 その他の雑収益 7  営業外雑収益

 1 消費税還付金 1  存目

 1 固定資産売却益 1  存目

 1 過年度損益修正益 6  存目

水道事業会計

及 び 支 出

予 算 実 施 計 画

節
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支　　　　　　出

款 予　　定　　額

1 水道事業費用 770,861 

1 営業費用 740,650 

1 浄水費 295,702 

2 配水及び給水費 160,938 

3 受託工事費 9,000 

4 総係費 92,264 

項 目
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（単位：千円）

区　　　分 金　額
説　　　　　　　　　明

 1 受水費 286,285  置賜広域水道水受水費

 2 備消品費 100  施設維持管理用備消品費

 3 燃料費 22  浄水場自家発電機用燃料費

 4 光熱水費 491  浄水場電気料

 5 委託料 6,446  浄水水質検査業務委託料、 ＵＦ膜洗浄費等

 6 手数料 201  放射性物質検査手数料等

 7 修繕費 1,650  機械等修繕費

 8 動力費 462  浄水場動力分電気料

 9 薬品費 44  滅菌用薬品等購入費

 10 材料費 1  存目

 1 給料 16,207  一般職給　４人分

 2 手当 11,063  職員手当等

 3 賞与引当金繰入額 2,335  賞与引当金繰入額

 4 法定福利費 5,106  共済組合・互助会等負担金

 5 法定福利費引当金繰入額 678  法定福利費引当金繰入額

 6 被服費 50  職員被服費

 7 備消品費 469  施設維持管理用備消品費

 8 燃料費 339  公用車及びポンプ場発電機用燃料費

 9 光熱水費 1,507  配水施設電気料

 10 印刷製本費 1  存目

 11 通信運搬費 162  テレメーター回線使用料等

 12 委託料 53,610  量水器取替委託料、漏水調査業務委託料等

 13 手数料 281  水質検査手数料

 14 賃借料 153  配水施設用地借上料等

 15 修繕費 47,917  配水管・給水管修理、量水器修繕、消火栓維持補修費等

 16 路面復旧費 7,700  舗装道路等路面復旧費

 17 動力費 10,560  配水施設に係る動力分電気料

 18 薬品費 900  滅菌用薬品等購入費

 19 材料費 1,600  配水施設維持補修材料費

 20 補償金 300  損害賠償等補償金

 1 受託工事費 9,000  給水装置修繕

 1 給料 13,437  一般職給　３人分

 2 手当 7,759  職員手当等

 3 賞与引当金繰入額 1,753  賞与引当金繰入額

 4 法定福利費 4,095  共済組合・互助会等負担金

 5 法定福利費引当金繰入額 509  法定福利費引当金繰入額

 6 旅費 400  普通旅費及び費用弁償

 7 被服費 40  職員被服費

 8 備消品費 751  事務用備消品費

 9 燃料費 113  公用車用燃料費等

水道事業会計

節
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款 予　　定　　額

5 減価償却費 175,619 

6 資産減耗費 6,903 

7 その他の営業費用 224 

2 営業外費用 27,209 

15,207 

2 消費税 12,000 

3 雑支出 2 

3 特別損失 1,002 

1 固定資産売却損 1 

2 過年度損益修正損 1,000 

3 その他特別損失 1 

4 予備費 2,000 

1 予備費 2,000 

1 支払利息及び企業債
取扱諸費

目項
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区　　　分 金　額
説　　　　　　　　　明

 10 光熱水費 1,056  水道庁舎電気料

 11 印刷製本費 623  水道使用料納入通知書、その他帳票印刷代

 12 通信運搬費 5,513  水道庁舎用電話使用料及び郵便料

 13 委託料 39,568  量水器検針委託料等

 14 手数料 2,956  金融機関収納事務取扱手数料等

 15 賃借料 837  複写機、ファクシミリ賃借料等

 16 修繕費 1,507  庁舎修繕費、公用車修繕費、事務用機器等修繕費

 17 報酬 92  上下水道審議会委員報酬

 18 交際費 84  交際費

 19 厚生費 53  職員福利厚生費

 20 負担金 8,858  行政事務電算共同処理分担金、日本水道協会及び支部会費等

 21 保険料 1,104  水道施設及び公用車保険料

 22 報償費 11  謝礼等

 23 貸倒引当金繰入額 1,123  貸倒引当金繰入額

 24 雑費 22  その他雑費

 1 有形固定資産減価償却費 175,618  建物､構築物､機械及び装置等減価償却費

 2 無形固定資産減価償却費 1  存目

 

 1 固定資産除却費 6,902  老朽管布設替等による固定資産除却費

 2 たな卸資産減耗費 1  存目

 1 材料売却原価 1  存目

 2 雑支出 223  公用車重量税等

 1 企業債利息 15,205  企業債に対する利息

 2 借入金利息 1  存目

 3 企業債手数料及び取扱諸費 1  存目

 1 消費税 12,000  消費税及び地方消費税納付見込額

 1 不用品売却原価 1  存目

 2 その他雑支出 1  存目

 1 固定資産売却損 1  存目

 1 過年度損益修正損 1,000  過年度水道使用料等修正見込等

 1 その他特別損失 1  存目

 1 予備費 2,000

水道事業会計

節
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資 本 的 収 入

収　　　　　　入

款 予　　定　　額

1 資本的収入 102,383 

1 企業債 72,200 

1 企業債 72,200 

2 出資金 3,623 

1 出資金 3,623 

3 負担金 14,862 

1 他会計負担金 3,000 

2 工事負担金 11,862 

4 固定資産売却代金 2 

1 固定資産売却代金 2 

5 補助金 11,696 

1 国庫補助金 11,000 

2 他会計補助金 696 

項 目
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（単位：千円）

区　　　分 金　額
説　　　　　　　　　明

 1 企業債 72,200  上水道整備事業債

 1 出資金 3,623  旧簡易水道建設改良負担金（元金分）

 1 他会計負担金 3,000  一般会計負担金

 1 工事負担金 11,862  下水道工事等に伴う負担金

 1 固定資産売却代金 2  存目

 1 国庫補助金 11,000  防災・安全交付金

 2 他会計補助金 696  一般会計補助金

水道事業会計

節

　及　　び　　支　　出

-　11　-



支　　　　　　出

款 予　　定　　額

1 資本的支出 393,056 

1 建設改良費 306,408 

1 配水施設改良費 123,490 

2 上水道整備費 180,804 

3 営業設備費 2,114 

2 企業債償還金 83,741 

1 企業債償還金 83,741 

3 その他資本的支出 907 

1 その他資本的支出 907 

4 予備費 2,000 

1 予備費 2,000 

項 目

-　12　-



（単位：千円）

区　　　分 金　額
説　　　　　　　　　明

 1 給料 9,085  一般職給　２人分

 2 手当 8,179  職員手当等

 3 法定福利費 3,202  共済組合・互助会等負担金

 4 備消品費 66  工事設計用備消品費

 5 燃料費 55  公用車用燃料費

 6 賃借料 1  存目

 7 補償金 1  存目

 8 負担金 1  存目

 9 工事請負費 102,900  水道施設整備工事費等

 1 備消品費 387  工事設計用備消品費

 2 燃料費 131  公用車用燃料費

 3 印刷製本費 77  設計図面印刷等

 4 通信運搬費 11  郵便料

 5 委託料 19,000  配水管布設・布設替工事実施設計業務委託等

 6 賃借料 197  図面複写機賃借料

 7 補償金 1  存目

 8 工事請負費 161,000  配水管布設・布設替工事費等

 1 量水器購入費 1,250  新設量水器出庫額

 2 機械購入費 1  存目

 3 備品購入費 858  業務用備品購入費

 4 車両購入費 1  存目

 5 土地購入費 1  存目

 6 庁舎整備費 1  存目

 7 預託金 1  存目

 8 補償金 1  存目

 1 企業債償還金 83,741  企業債償還元金

 1 国庫補助金返還金 907  国庫補助金に係る消費税相当額返還金

 1 予備費 2,000 

水道事業会計

節
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（単位：千円）

I　業務活動によるキャッシュフロー

　当年度純利益 3,134

　減価償却費 175,619

　資産減耗費 6,903

　貸倒引当金の増減額 △ 188

　賞与引当金等の増減額 206

　長期前受金戻入益 △ 19,982

　支払利息及び企業債取扱諸費 15,207

　受取利息及び配当金 △ 2,531

　固定資産売却益 0

　未収金の増減額 3,313

　未払金の増減額 13,397

　たな卸資産の増減額 △ 5,289

　預り金の増減額 △ 158

　小計 189,631

　利息及び配当金の受取額 2,531

　利息の支払額 △ 15,207

業務活動によるキャッシュフロー 176,955

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 280,417

　有形固定資産の売却による収入 0

　工事負担金等による収入 14,862

　国庫補助金等による収入 11,696

投資活動によるキャッシュフロー △ 253,859

Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入 72,200

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 83,741

　他会計等からの出資による収入 3,623

　補助金返還等による支出 △ 907

財務活動によるキャッシュフロー △ 8,825

Ⅳ　資金の増加額（又は減少額） △ 85,729

Ⅴ　資金の期首残高 665,098

Ⅵ　資金の期末残高 579,369

令和８年度南陽市水道事業会計予定キャッシュフロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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１　総括 （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

その他の増減分 1,801 職員の異動等に伴う増

-  15  -

その他の増減分 43 職員の異動に伴う増

手当 2,351
制度改正に伴う増減分 550 期末勤勉手当支給月数の増

給料 1,451

給与改定に伴う増減分 994

昇給に伴う増加分 414

　㊟( )内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間
　　当たりの通常の勤務時間に比し短い職員についての外書きである。

区分 増　減　額 備　考

前年度

増減事由別内訳 説　　　　明

住居手当 退職手当組期末勤勉 寒冷地
通勤手当

時間外

職員
手当
の

内訳

手当　　   手当　　   手当　　 合負担金　

本年度

区　分 扶養手当

77,029

比　較 (  ) 1,451 2,351 3,802 689 4,491

(  )

本年度 67,930

前年度 (  ) 92 64,128

1,400

時間外

(  )

(  )

前年度

比　較

　イ　会計年度任用職員

336 492

12,901

本年度

給料 職員手当 計

職員
手当
の

内訳

区　分
職員数 給与費 法　定

福利費
合計

報酬

6,693

比　較 1,073 550 100 △ 200

(  ) 9 92 13,590

前年度 1,226 623

7,185

通勤手当

81,520

住居手当 退職手当組

15,847 707 262

16,397 807 1,400

寒冷地
合負担金　  手当　　 手当　　   手当　　

33662

職員
手当
の

内訳

  手当　　

本年度 2,299 623

6,693

区　分 扶養手当
管理職 期末勤勉

時間外
  手当　　

区　分
職員数 給与費

区　分

9

職員手当

  手当　　
通勤手当

550

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（人）

法　定
福利費

合計
報酬 給料

336

計

492

  手当　　

623

623

689

336

退職手当組
合負担金　

7,185

住居手当

給　与　費　明　細　書

807

707

100

62

262

△ 200

1,400

1,400

寒冷地

1,073

期末勤勉
手当　　

16,397

15,847

扶養手当

2,299

1,226

管理職

計職員手当給料報酬

1,451

77,02926,758

法　定
福利費

合計

81,520

2,351 3,802

(  ) 92 64,128 12,901

38,729

37,278

9

9

比　較

前年度

比　較

本年度

前年度

比　較

　㊟( )内は、再任用短時間勤務職員についての外書きである。

（人）

(  )

（人）

本年度 (  ) 92 67,930 13,59029,109

区　分
職員数 給与費

4,491

　㊟( )内は、再任用短時間勤務職員並びに、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を
　　要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員についての外書きである。

37,278

38,729 29,109

26,758



３　給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たり給与　

　（２）　初任給　 （単位：円）

　（３）　級別職員数　

 （注） （    ）内は、再任用短時間勤務職員についての外書きである。

区　　　　　分 企　業　職　（一）

平均給料月額（円） 356,922

8年1月1日現在 平均給与月額（円） 384,644

平均年齢　　（歳） 47.40

平均給料月額（円） 343,400

7年1月1日現在 平均給与月額（円） 377,025

平均年齢　　（歳） 48.25

区　　分 企　業　職　（一）
一　般　会　計　の　制　度

行　政　職 技能労務職

高　校　卒 202,000 202,000 202,000

大　学　卒 234,900 234,900

区　　分
企業職（一）

級 職員数 （人） 構成比 （％）

8年1月1日現在

６　級
  （       ）   （       ）

1 12.5

５　級
1 100

1 12.5

４　級
  （       ）   （       ）

2 25.0

３　級
  （       ）   （       ）

3 37.5

２　級
  （　　　　）   （       ）

１　級
  （       ）   （       ）

1 12.5

7年1月1日現在

６　級
  （       ）   （       ）

1 12.5

５　級
  （       ）   （       ）

2 22.2

４　級
  （       ）   （       ）

1 12.5

３　級
  （       ）   （       ）

3 37.5

２　級
  （　　　　）   （       ）

１　級
  （       ）   （       ）

1 12.5

　（級別の標準的な職務内容）

区分 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

主　　事企業職（一）
課　　長
主　　幹
事務局長

課長補佐
専門員

係　　長 主　　任 主　　事
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（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　

その他の加算
措置等　　　

定年前早期退職時
特例措置　　　　

（3％～45％加算）

定年前早期退職時
特例措置　　　　

（3％～45％加算）

9

（４）　昇給

区　　　　　　分 合　　　計
代表的な職種

企業職（一）

本
年
度

職員数　（Ａ） （人）

４号給（人）

9

昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7

2

0

5

0

7

2

３号給（人）

 比率　（Ｂ）／（Ａ） ％　 77.8

5

号給数別内訳

２号給（人）

77.8

前
年
度

職員数　（Ａ） （人） 8 8

昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 5 5

号給数別内訳

２号給（人） 2

４号給（人） 2

３号給（人） 1 1

2

2

 比率　（Ｂ）／（Ａ） ％　 62.5 62.5

（５）　期末手当・勤勉手当　

区　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階
職務の級等に
よる加算措置

備   考
６月（月分） 12月（月分）

本 年 度
（1.225） （1.225） （2.45）

有
2.325 2.325 4.650

前 年 度
（1.2） （1.25） （2.45）

有
2.300 2.350 4.650

一般会計の制度
（1.225） （1.225） （2.45）

有
2.325 2.325 4.650

 （注） （    ）内は、再任用職員についての外書きである。

区　分
20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最高限度

備　考
者（月分） 者（月分） 者（月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度
 (支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（７）　その他の手当

通 勤 手 当 同　　　じ

区　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ
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債　務　負　担　行　為　

限 度 額

行政事務電算共同処理分担金 24,104
令和６年度～
令和７年度

12,052

事　　　　項

前 年 度 末 ま で の
支 出 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

期　間 金　額

-　18　-



に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

令和８年度～
令和９年度

12,052 12,052 

当 該 年 度 以 降 の
支出義務発生予定額

左　の　財　源　内　訳

損益勘定
留保資金

建設改良
積立金

企業債 自己資金
期　間 金　額
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１．営　　　業　　　収　　　益

(1) 給 水 収 益 677,964

(2) 受 託 工 事 収 益 0

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 14,140 692,104

２．営　　　業　　　費　　　用

(1) 浄 水 費 264,264

(2) 配 水 及 び 給 水 費 110,893

(3) 受 託 工 事 費 6,500

(4) 総 係 費 73,776

(5) 減 価 償 却 費 173,550

(6) 資 産 減 耗 費 6,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 200 635,183

56,921

３．営　　業　　外　　収　　益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,632

(2) 他 会 計 補 助 金 1,690

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 20,610

(4) 引 当 金 戻 入 益 985

(5) 雑 収 益 113 25,030

４．営　　業　　外　　費　　用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 13,365

(2) 雑 支 出 150 13,515 11,515

68,436

５．特　　　別　　　利　　　益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 13 13

６．特　　　別　　　損　　　失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 272

(3) そ の 他 特 別 損 失 0 272 △ 259

68,177

0

117,016

185,193

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

令和７年度　南陽市水道事業予定損益計算書

（令和７年４月1日から令和８年３月３１日まで）

(単位：千円）

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額
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(1)

イ 181,433

ロ 456,495

310,451 146,044

ハ 9,104,761

5,030,287 4,074,474

ニ 576,291

452,820 123,471

ホ 18,520

15,806 2,714

ヘ 17,137

13,118 4,019

ト 160,850

4,693,005

(2)

イ 211

ロ 132

343

(3)

イ 0

ロ 63

63

4,693,411

(1) 665,098

(2) 78,340

(3) 20,598

(4) △ 818

763,218

5,456,629資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

年 賦 未 収 金

預 託 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

2 流 動 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

地 上 権

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

令和７年度　南陽市水道事業　予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

（単位：千円）

資　　　　産　　　　の　　　　部

1 固 定 資 産
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(1)

760,875

ロ　その他の企業債 0

760,875

760,875

(1)

83,741

ロ　そ　の　他　の　企　業　債 0

83,741

(2) 0

(3) 82,863

(4) 8,937

(5)

5,246

1,086

6,332

181,873

(1) 1,168,970

(2) 長期前受金収益化累計額 637,237

531,733

1,474,481

2,950,743

(1)

イ 0

ロ 2,863

ハ 118

2,981

(2)

イ 384,989

ロ 458,242

ハ 185,193

1,028,424

1,031,405

3,982,148

5,456,629負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

6 資 本 金

7 剰 余 金

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

一 時 借 入 金

未 払 金

預 り 金

引 当 金

イ　賞　与　引　当　金　

ロ　法　定　福　利　費　引　当　金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

負　　　　債　　　　の　　　　部

3 固 定 負 債

企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てるための企業債
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(1)

イ 181,433

ロ 456,495

321,250 135,245

ハ 9,304,761

5,170,835 4,133,926

ニ 606,018

463,015 143,003

ホ 18,520

16,440 2,080

ヘ 17,817

13,636 4,181

ト 191,032

4,790,900

(2)

イ 211

ロ 132

343

(3)

イ 0

ロ 63

63

4,791,306

(1) 579,369

(2) 75,027

(3) 25,887

(4) △ 630

679,653

5,470,959

令和８年度　南陽市水道事業　予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

（単位：千円）

資　　　　産　　　　の　　　　部

1 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

2 流 動 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

地 上 権

無 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

年 賦 未 収 金

預 託 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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(1)

759,002

ロ　その他の企業債 0

759,002

759,002

(1)

74,073

ロ　そ　の　他　の　企　業　債 0

74,073

(2) 0

(3) 96,260

(4) 8,779

(5)

5,393

1,145

6,538

185,650

(1) 1,194,621

(2) 長期前受金収益化累計額 657,219

537,402

1,482,054

2,954,366

(1)

イ 0

ロ 2,863

ハ 118

2,981

(2)

イ 384,989

ロ 458,242

ハ 188,327

1,031,558

1,034,539

3,988,905

5,470,959

企 業 債 合 計

負　　　　債　　　　の　　　　部

3 固 定 負 債

企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てるための企業債

繰 延 収 益 合 計

一 時 借 入 金

未 払 金

預 り 金

引 当 金

イ　賞　与　引　当　金　

ロ　法　定　福　利　費　引　当　金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

6 資 本 金

7 剰 余 金

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注１）固定資産の減価償却の方法

・ 定額法

・ 主な耐用年数

建物：50年、構築物：25～40年、機械及び装置：15年、車両及び運搬具：4～6年、

工具器具及び備品：5～15年

・ 定額法

注２）引当金の計上基準

債権の不納欠損による損失に備えるため、実質率等による回収不能見込み額を計上している。

職員の期末手当、勤勉手当の支給に備えるため、本年度末における支給見込額に基づき、本年度の

負担に属する額を計上している。

注３）企業債の償還に係る他会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、繰出基準（令

　和7年4月1日付け総財公第28号）に基づき水道事業に対する企業債の償還に要する資金の一部を

　一般会計が負担すると見込まれる額（繰出基準額）は36,921千円である。

注４）セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

イ　報告セグメントの決定方法

　　　南陽市水道事業は、平成28年度より旧小滝簡易水道事業と経営統合したことから、置賜広域

　　水道より受水し、小滝地区を除く市内全域に給配水する「宮内配水池系」と、小滝地区内の

　　浄水施設より小滝地区に給配水する「小滝浄水系」の２つを報告セグメントとする。

ロ　各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

配水管 L=262.9km、配水池 9箇所、配水能力 15,791㎥/日

配水管 L=7.82km、配水池 1箇所、配水能力 90㎥/日

（１）有形固定資産

（２）無形固定資産

（１）貸倒引当金

（２）賞与引当金等

事　業　区　分 事　　業　　の　　内　　容

宮内配水池系

小滝浄水系
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（２）各報告セグメントの営業収益等

イ 令和８年度　開始　（令和８年４月１日）

（単位：千円）

ロ 令和８年度　予定　（令和８年４月１日～令和９年３月３１日）
（単位：千円）

事業区分 宮内配水池系 小滝浄水系 共　　通 合　　計

セグメント資産 4,691,810 99,721 665,098 5,456,629

セグメント負債 1,302,338 172,143 0 1,474,481

事業区分 宮内配水池系 小滝浄水系 共　　通 合　　計

営業収益 688,696 1,870 0 690,566

営業費用 677,954 18,048 0 696,002

営業損益 10,742 △ 16,178 0 △ 5,436

経常損益 19,802 △ 15,765 0 4,037

セグメント資産 4,799,079 92,511 579,369 5,470,959

セグメント負債 1,317,985 164,069 0 1,482,054

その他の項目

　他会計繰入金 30,841 4,038 0 34,879
　地方公営企業法
　第17条の2第1項
　に定める経費

4,500 4,038 0 8,538

　減価償却費 168,409 7,210 0 175,619

　資産減耗費 6,903 0 0 6,903

　特別利益 4 3 0 7

　特別損失 910 0 0 910
　有形固定資産及
　び無形固定資産
　の増加額

280,417 0 0 280,417
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令 和 ８ 年 度

南 陽 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算





　（総則）

　（業務の予定量）

件

ｍ3

ｍ3

千円

千円

千円

千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

第１款　公共下水道事業収益 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　出

第１款　公共下水道事業費用 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額373,065千円は、過年度分損益勘定留保

　資金156,569千円、当年度分損益勘定留保資金199,078千円、当年度分消費税及び地方消費

　税資本的収支調整額17,418千円で補填するものとする。)

汚 水 鉄 蓋 改 築 6,900

2

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

営 業 外 収 益

60,000

1,027,584

91,726

303

2,000

特 別 損 失

営 業 収 益

114,800

2,348,875

（３） 6,435一 日 平 均 処 理 水 量

（４）

60,000

特 別 利 益

年 間 総 処 理 水 量（２）

議第１３号

第１条　令和８年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　　　令和８年度南陽市下水道事業会計予算

排 水 件 数（１） 7,544

営 業 費 用

438,040

主 要 な 建 設 改 良 事 業

589,542

汚 水 管 渠 布 設

汚 水 管 渠 更 生

雨 水 函 渠 布 設

923,696

1,017,725

予 備 費

営 業 外 費 用
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収　　　入

第１款　公共下水道事業資本的収入 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

支　　　出

第１款　公共下水道事業資本的支出 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は、次のとおりと定める。

(単位：千円)

（一時借入金）（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 同一款内における営業費用、営業外費用及び特別損失との間の金額の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

　ない。

（１） 千円

（２） 千円

職 員 給 与 費

432,238

627,263

限度額

257,600

補 助 金

出 資 金 36,956

1

129,701

固定資産売却代金

企 業 債 403,600

1

証書借入

企 業 債 償 還 金

負 担 金

予 備 費 1,000

687,437

資本費平準化債

5

74,934

償　還　の　方　法

117,179

1,060,502

建 設 改 良 費

その他資本的支出

116,500

起債の方法

借入先との
協定による｡

交 際 費

起債の目的

下水道事業債
(特別措置分)

29,500

利　　率

借入先の融資条件による｡ただ
し､財政の都合により据置期間
及び償還年限を短縮し、繰上償
還をし、又は低利債に借り換え
ることができる｡

下水道事業債
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（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、349,049千円である。

　 　令和８年３月２日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南陽市長　白　岩　孝　夫
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令 和 ８ 年 度

予 算 に 関 す る 説 明 書

（ 下 水 道 事 業 会 計 ）
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１　総括 （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

　

その他の増減分 △ 150 職員の異動等に伴う減

その他の増減分 △ 279 職員の異動に伴う減

手当 277
制度改正に伴う増減分 427 期末勤勉手当支給月数の増

備　考

給料 1,064

給与改定に伴う増減分 802

昇給に伴う増加分 541

区分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　明

比　較

前年度

手当　　   手当　　   手当　　 合負担金　

本年度

　㊟( )内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間
　　当たりの通常の勤務時間に比し短い職員についての外書きである。

区　分 扶養手当
期末勤勉 寒冷地

通勤手当
時間外

住居手当
退職手当組

職員
手当
の
内訳

比　較 (  )

前年度 (  )

給料 職員手当 計

本年度 (  )

△ 330 410

　イ　会計年度任用職員

区　分
職員数 給与費 法　定

福利費
合計

（人） 報酬

1,400 1,320 6,425

比　較 △ 268 427 △ 100 138

前年度 594 14,830 633 301

15,257 533 439 1,400 990 6,835

退職手当組

職員
手当
の
内訳

  手当　　 手当　　   手当　　   手当　　 合負担金　

本年度 326

1,453
　㊟( )内は、再任用短時間勤務職員についての外書きである。

区　分 扶養手当
管理職 期末勤勉 寒冷地

通勤手当
時間外

住居手当

12,114 73,481

比　較 (  ) 1,064 277 1,341 112

62,708 12,226 74,934

前年度 (  ) 9 92 35,772 25,503 61,367

報酬 給料 職員手当 計

本年度 (  ) 9 92 36,836 25,780

△ 330 410

　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　分
職員数 給与費 法　定

福利費
合計

（人）

301 1,400 1,320 6,425

比　較 △ 268 427 △ 100 138

533 439 1,400 990 6,835

前年度 594 14,830 633

職員
手当
の
内訳

  手当　　 手当　　   手当　　   手当　　 合負担金　

本年度 326 15,257

　㊟( )内は、再任用短時間勤務職員並びに、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を
　　要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員についての外書きである。

区　分 扶養手当
管理職 期末勤勉 寒冷地

通勤手当
時間外

住居手当
退職手当組

73,481

比　較 (  ) 1,064 277 1,341 112 1,453

12,226 74,934

前年度 (  ) 9 92 35,772 25,503 61,367 12,114

計

本年度 (  ) 9 92 36,836 25,780 62,708

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数 給与費 法　定

福利費
合計

（人） 報酬 給料 職員手当

- 45 -




























